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序     文 
 

ホンジュラス共和国では、高い妊産婦死亡率や乳児死亡率の減少をはじめとした保健医療サー

ビスの改善をめざし、国の保健医療政策「国家保健モデル」において、医師や看護師、保健ボラ

ンティア等の多職種の保健医療従事者から構成されたプライマリー・ヘルス・ケア（PHC）チーム

を基盤に、家庭を単位として、予防、プロモーション、治療、リハビリテーションを包括的に含

んだ保健サービスの提供を進めています。しかしながら、同政策の関連法規の整備までしか進ん

でおらず、保健医療サービスを実施するために必要となる保健医療行政機関及びサービス機関の

実施体制や実施基準等の整備はいまだ進んでいない状況にあります。 
このような状況の下、ホンジュラス共和国政府から、上記保健医療行政機関及びサービス機関

の実施体制や実施基準の整備等の中央レベルでの政策的支援に加え、全国のなかでも貧困率の高

いレンピーラ県と同国内で比較的平均的な保健指標を有するエル・パライソ県をパイロット地域

とした実施体制の確立・実施を内容とした技術協力プロジェクトが、この分野で経験を有するわ

が国に要請されました。 
プロジェクトの開始に先立ち、JICAはホンジュラス共和国政府からの協力要請の背景、内容を

確認し、カウンターパート機関である保健省をはじめとするホンジュラス共和国政府関係機関と

の協議のうえで、協力計画を策定することを目的として、詳細計画策定調査を2012年8月27日から

9月14日まで実施しました。本報告書はその調査結果を取りまとめたものです。 
ここに、本調査にあたりご協力を賜りました日本側関係者、ホンジュラス共和国保健省、病院

関係者並びに保健分野援助機関担当者各位ほか、関係者の皆さまに深甚なる謝意を表しますとと

もに、プロジェクト開始に向けてより一層のご指導、ご協力を頂けますようお願い申し上げます。 
 
平成26年2月 
 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 
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丸印内の県は本プロジェクトの活動対象県（エル・パライソ県とレンピーラ県）である。 
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事業事前評価表 
 

JICA 人間開発部 保健第四課 

１．案件名 

国 名：ホンジュラス共和国 
案件名： 
（和名）「国家保健モデル」に基づくプライマリーヘルスケア体制強化プロジェクト 
（英名）Project for Strengthening Primary Health Care System based on the “National Health Model” 
 

２．事業の背景と必要性 

（1）当該国における保健セクターの現状と課題 
ホンジュラス共和国（以下、「ホンジュラス」と記す）の乳児死亡率や妊産婦死亡率1はミレ

ニアム開発目標（Millennium Development Goals：MDGs）、中南米・カリブ地域全体の平均と比

較すると依然として高い2。病院のほか、保健センター（Centros de Salud：CESAMO）や保健ポ

スト（Centros de Salud Rural：CESAR）、母子保健クリニックと呼ばれる保健医療施設が存在

するものの、当該施設数・職員数及び当該施設へのアクセスが限られている3。またこれまで

ホンジュラスの保健医療施設では、治療が重視され、予防やプロモーションなども含めたプ

ライマリー・ヘルス・ケア（Primary Health Care：PHC）に関連した活動は十分に行われてこな

かった。コミュニティレベルまで十分な基礎的な保健医療サービスが行き届いていないのが

現状である4。 
中南米においては、2005年のモンテビデオ宣言以降、米州保健機関（Pan American Health 

Organization：PAHO）のイニシアティブの下、家庭保健5を基盤とするPHCが各国で推進されて

いる。医師を含む多職種によりPHCを実践する家庭保健チーム（Equipo Atención Integral de 
Salud：EAIS）の形成や導入が推奨されており、各国で順次導入されているが、ホンジュラス

では実践されていない。 
ホンジュラスにおいては「保健省（Ministry of Health：MOH）組織強化」「保健医療サービ

ス提供の委託と地域開発」「保健プロモーション」「マネジメント能力を強化した保健モデル」

の四つの政策的戦略の下、治療を中心とした保健医療システムから、包括的な保健医療シス

テムへの移行を図っており、他の中米諸国同様に保健セクター改革に取り組んでいる。2005
年からは、母子保健（Maternal and Child Health：MCH）に焦点をあてた第一次医療サービス

を拡大するため、保健モデルの一環として、市連合会、非政府組織（Non-Governmental 

                                                  
1 厳密には、maternal mortality ratioは「妊産婦死亡比」と表記すべきであるが、ここでは一般的に浸透している「妊産婦死亡率」を

使用する。 
2 ホンジュラスのMDGs（2015年）の乳児死亡率の削減目標は12（出生1,000対）で、妊産婦死亡率の目標値は46（出生10万対）であ

る。国連児童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF）の統計によれば、2010年の乳児死亡率は24（出生1,000対）、2008年
の妊産婦死亡率は110（出生10万対）である。 

3 「Visión de País 2010-2038 y Plan de Nación 2010-2022」（国家ビジョン2010～2038／国家計画2010～2022）の記載によると、2009年
時点での保健システムへのアクセスは25.7％。 

4 PAHOの「HEALTH IN THE AMERICAS, 2007.VOLUME II–COUNTRIES」によると、2004年時点の保健医療サービスのカバー率は

約70％にとどまっている。 
5 家庭を単位とした保健、医療。 
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Organizations：NGO）等への医療サービスの外部委託が、米州開発銀行（ Inter-American 
Development Bank ： IDB ）や米国国際開発庁（ United Nations Agency for International 
Development：USAID）、世界銀行等の支援を受けつつ推進されている。また「保健計画（2010
～2014年）」では、保健医療サービスの分権化推進による地方自治体単位での保健医療サービ

スの提供体制の整備が計画されている。 
ホンジュラス政府は、モンテビデオ宣言及び上記保健計画に基づき、家庭保健に焦点をあ

てたPHCの実践として「国家保健モデル」6を策定した。同モデルは、家庭を単位として、医師

や看護師等の保健医療従事者からなるEAIS7を基盤に、巡回診療や家庭（世帯）調査等の活動

を通じ、病気の予防から健康プロモーション、治療、リハビリテーションまでを包括的に実

施するものであるが、現時点では関連法規の整備までしか進んでいない。同モデルに基づい

た保健医療サービスを実施するために必要となる保健医療行政機関及びサービス機関の実施

体制や実施基準等の整備が喫緊の課題である。これらの状況を踏まえ、ホンジュラス政府は、

上記保健医療行政機関及びサービス機関の実施体制や実施基準の整備等の中央レベルでの政

策的支援に加え、全国のなかでも貧困率の高いレンピーラ県と同国内で比較的平均的な保健

指標を有するエル・パライソ県をパイロット地域とした実施体制の確立・実施を内容とした

本事業を要請してきた。 
 
（2）当該国における保健セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

本事業は、「保健計画（2010～2014年）」に基づき、MOHが策定した「国家保健モデル」の

実践を支援するものであり、ホンジュラスの政策に合致している。本取り組みは、上記政策

により進められている保健セクター改革の重要な柱の一つとして位置づけられる。 
 
（3）保健セクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

わが国の国別援助方針重点分野の「地方開発」の開発課題に「保健医療システムの強化」

が含まれており、そのなかに「保健医療サービス改善プログラム」がある。本案件はそのプ

ログラムの一環として位置づけられる。 
JICAはホンジュラスにおいて、中米看護教育の向上に資する技術協力や、USAIDと連携し

て「国家保健モデル」の政策立案に関して助言を行うなどの協力を実施してきた。また、「シ

ャーガス病対策プロジェクト」を通じて、エル・パライソ県のテウパセンティ市、アラウカ

市、レンピーラ県のサンタ・クルツ市において、シャーガス病の監視システムを構築した実

績がある。加えて、ホンジュラスのオランチョ県において2008年より4年間、「オランチョ県

思春期リプロダクティブヘルス強化プロジェクト」を実施し、思春期人口を対象とした家族

計画を含む思春期教育に関する活動を展開してきた。 
さらに、エル・パライソ県では、村落を基点としたMCHサービスの拡充を目的とした草の

根技術協力事業「エル・パライソ県母子保健向上支援事業」（2007～2010年）、「エル・パライ

ソ県母子保健向上支援事業フェーズ2」（2010～2012年）が実施された。 
 

                                                  
6 本モデルは、「マネジメント」「財務」「保健サービス」の三つの観点からめざすべきモデルを述べている。なお、各観点のことを

「コンポーネント」と呼ぶ。 
7 ホンジュラスでの呼び名。 
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（4）他の援助機関の対応 
USAIDは、ホンジュラスの保健医療分野の地方分権化、特に保健医療サービスの外部委託

制度の整備を支援している。また「持続的母子保健及び家族計画サービス」と呼ばれる保健

プログラムにおいて、「国家保健モデル」導入のための法的整備を中心に支援している。 
その他、IDBは「保健医療サービス地方分権化のための外部委託制度強化」という借款事業

を、PAHOは「保健改革政策アドバイザー」の派遣を通じ、保健セクター改革を支援している。 
 

３．事業概要 

（1）事業目的 
本事業はエル・パライソ県及びレンピーラ県において、ホンジュラスで導入が進められて

いる「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネント8に基づき、保健医療行政機関及びサ

ービス機関の実施体制や実施基準等を整備することにより、同モデルの有効性の実証を図り、

もって両県の住民の健康状況の改善に寄与するものである。 
 
（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

エル・パライソ県及びレンピーラ県 
（エル・パライソ県はテウパセンティ市、ダンリ市、アラウカ市、エル・パライソ市を対

象地域とし、レンピーラ県ではサン・フランシスコ市、エランディーケ市、サンタ・クルツ

市、ラ・イグアラ市、サン・ラファエル市、ラ・ウニオン市を対象地域とする） 
 
（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

MOHの中央レベルの職員とエル・パライソ県及びレンピーラ県の活動対象地域の県保健局

の職員、保健医療施設の職員等関係者 
 
（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013年2月～2018年1月（60カ月） 
 
（5）総事業費（日本側） 

3億4,000万円 
 
（6）相手国側実施機関 

MOHサービスネットワーク次官室 PHC課 
 
（7）投入（インプット） 

1）日本側 
① 長期専門家：チーフアドバイザー（60MM）、地域保健（58MM）、業務調整（57MM）

等 

                                                  
8 EAISを導入し、ジェンダーや文化等の多様性に配慮しながら、巡回診療や家庭（世帯）調査等の活動を通じ、病気の予防から健

康プロモーション、治療、リハビリテーションまでを包括的に実施することをめざしているもの。 
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② 短期専門家：公衆衛生等 
③ ローカルコンサルタント：保健行政/マネジメント等 
④ 研修受入：本邦研修、第三国研修 
⑤ 機材供与：PHC関連基本医療機材（MCH等）、車両等 
⑥ その他：研修実施、教材作成等現地活動費 

2）ホンジュラス側 
① カウンターパート（C/P）の人材配置 

プロジェクト・ディレクター：MOH サービスネットワーク担当次官 
プロジェクト・マネジャー：MOH サービスネットワーク次官室 PHC課長 
プロジェクト地域マネジャー：エル・パライソ県及びレンピーラ県保健局長 
C/P（MOH サービスネットワーク次官室 PHC課、エル・パライソ県、レンピーラ県

保健局関係者など） 
② プロジェクト実施に必要な執務室及び施設設備の提供 
③ その他 （a）運営・経常費用、（b）電気、水道などの運用費、（c）その他 

 
（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発など 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 
①カテゴリ分類：C 
②カテゴリ分類の根拠：本事業による環境への影響等はないため。 

2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 
特になし。 

3）その他 
特になし。 

 
（9）関連する援助活動 

1）わが国の援助活動 
「看護教育強化」（1990～1995年）、「中米カリブ地域／看護基礎・継続教育強化プロジェ

クト」（2007～2011年）では、看護教育の改善を通じ、看護人材が育成された。当該事業の

C/P機関であった看護研修センターは、本事業において看護師等を対象とした研修を実施す

る際に活用可能なリソースとなり得る。 
また「シャーガス病対策プロジェクト」（2003～2007年）、「シャーガス病対策プロジェク

トフェーズ2」（2008～2011年）において監視システムが導入された地域と本事業の対象地域

が一部重複しているため、監視システム導入にあたり機能強化された地方行政体制の活用が

期待できる。 
なお、本事業の対象地域のCESAMO等で活動している助産師や栄養士等の青年海外協力

隊（JOCV）隊員とPHC活動について情報共有等を図ることにより、活動の促進が期待され

る。 
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2）他の開発パートナーの援助活動 
PAHOは四つの保健分野（保健サービスと保健システム、感染症と非感染症、人間の安全

保障、家族とコミュニティ）においてMOHの機能強化に係る活動も行っている。 
ワールドビジョンはエル・パライソ県において栄養改善のための教育活動、家庭菜園の運

営実施、幼児へのケア（5～14歳までの幼児が対象）を実施している。国連人口基金（UNFPA）

は、レンピーラ県において先住民族を対象に、組織化並びに組織強化に関する研修や関連機

材の供与等を行っている。また国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization of the 
United Nations：FAO）及び国連世界食糧計画（World Food Programme：WFP）は活動対象地

である両県の第一次保健医療施設に対する食糧の配布や学校給食の食材支援の活動を実施

している。 
本事業は、PHCに関する中央及び地方の保健医療サービス体系の明確化と実施体制の確立

をめざしており、対象地域におけるこれら機関との情報共有等を推進することが期待される。 
 

４．協力の枠組み 

（1）協力概要 
1）上位目標：「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントの導入により、エル・パラ

イソ県、レンピーラ県の住民の健康状態が改善する。 
    
指標：1-1 各県の妊産婦死亡率が出生10万対XXに減少する。 

1-2 各県の5歳未満児の死亡率が出生1,000対XXに減少する。 
1-3 各県の乳児死亡率が出生1,000対XXに減少する。 

 
2）プロジェクト目標：エル・パライソ県、レンピーラ県の対象地域において、「国家保健モ

デル」の保健サービスコンポーネントの有効性が実証される。 
    

指標：1-1 エル・パライソ県対象地域で5回以上の妊婦健診を受けた妊産婦の割合がXX％に

増加する。 
1-2 レンピーラ県の対象地域で5回以上の妊婦健診を受けた妊産婦の割合がXX％に

増加する。 
2-1 エル・パライソ県の対象地域の施設分娩割合がXX％からXX％に増加する。 
2-2 レンピーラ県の対象地域の施設分娩割合がXX％からXX％に増加する。 
3-1 エル・パライソ県の対象地域の保健医療施設利用者の満足度がXX％増加する。 
3-2 レンピーラ県の対象地域の保健医療施設利用者の満足度がXX％増加する。 
4-1 エル・パライソ県の対象地のXXのうちXXの保健医療施設が、確立された実施体

制やメカニズムに基づきモデルを実践する。 
4-2 レンピーラ県の対象地のXXのうちXXの保健医療施設が、確立された実施体制や

メカニズムに基づきモデルを実践する。 
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3）成果及び活動 
成果１：「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントの実施に係る中央及び地方の行

政体系、並びに保健医療サービス実施体系が明確になる。 
    
指標 
1-1 「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントにおいてPHCの実践に必要な提供サ

ービスのガイドラインや業務マニュアル等が作成または改訂され、MOHの省令で承認

される。 
1-2 「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントにおいてPHCの実践に必要な研修計

画が作成され、MOHに承認される。 
1-3 「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントにおいてPHCの実践に必要な研修プ

ログラムと研修教材が作成される。 
1-4 「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントにおいてPHCの実践に必要なモニタ

リング・評価システムが作成され、MOHに承認される。 
1-5 プロジェクト実施対象県において検証された「国家保健モデル」の保健サービスコンポ

ーネントの全国への普及のための手順書が作成される。 
 

活動 
1-1 「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネント導入にあたり、必要な行政実施体系

について、既存の体制や規則を見直す。 
1-2 同モデルの保健サービスコンポーネント導入にあたり、MOHの中央レベル及び地域レ

ベルの各機関の責任と役割分担を明確化する。 
1-3 同モデルの保健サービスコンポーネント実施のための組織体系を確認する。 
1-4 同モデルの保健サービスコンポーネント実施に必要なガイドライン及びマニュアルを

策定する。 
1-5 同モデルの保健サービスコンポーネントを対象地域で実施するための研修計画を立て

る。 
1-6 同モデルの保健サービスコンポーネントを対象地域で実施するための研修プログラム

を策定する。 
1-7 同モデルの保健サービスコンポーネントを対象地域で実施するための研修教材を作成

する。 
1-8 同モデルの保健サービスコンポーネントのモニタリング・評価システムを構築する。 
1-9 同モデルの保健サービスコンポーネントの全国の普及手順書を策定する。 
1-10 対象地域において同モデルの保健サービスコンポーネントの実施体制や研修計画等の

関連規則のモニタリング・評価結果に基づき、改善点を修正し、実施に関する体制や

メカニズムを策定する。 
 

成果２：エル・パライソ県とレンピーラ県において、MCHに焦点をあてた「国家保健モデ

ル」の保健サービスコンポーネントの実施体制が確立・実施される。    
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指標 
2-1 MOH中央及び対象地域の県保健局の職員に対する保健行政に関する研修によりXX名以

上の能力強化が図られる。 
2-2 第一次保健医療施設の保健医療従事者を対象としたマネジメント研修により、XX％の

対象人材の能力強化が図られる。 
2-3 対象地域においてPHCに関する研修により、XX名以上の第一次保健医療施設の職員の

能力強化が図られる。 
2-4 対象地域のコミュニティ保健ボランティア9のための指導者のうちXX％の能力強化が

図られる。 
2-5 EAISが対象地域のXX％以上の第一次保健医療施設で編成される。 
2-6 本モデルのモニタリング・評価システムに沿ってモニタリング・評価活動が実施されて

いる。 
2-7 対象地域のXX％の世帯で世帯センサス（全数調査）が実施される。 
2-8 対象市において世帯センサスの結果を基に保健計画が作成される。 

 
活動 
2-1 プロジェクト対象地で第一次保健医療施設の利用者を対象とした満足度調査を含むベ

ースライン調査及びエンドライン調査を行う。 
2-2 対象地域における同モデルの保健サービスコンポーネント実施のためのモニタリン

グ・評価計画も含めた実施計画を立てる。 
2-3 中央のMOH職員を対象とした保健行政能力改善のための研修を実施する。 
2-4 対象地域の県保健局を対象とした保健行政研修を実施する。 
2-5 対象地域の第一次保健医療施設の保健医療従事者及び地域コーディネーターを対象と

した研修プログラムに沿った研修を実施する。 
2-6 対象地域においてEAIS編成や活動内容にかかわる説明や研修を行う。 
2-7 対象地域の第一次保健医療施設においてEAISを編成し、活動を実施する。 
2-8 EAISに関するリファラルとカウンターリファラルをデザインし、県病院と対象地域の

MOH職員に研修する。 
2-9 対象地域において予防とプロモーションの活動を行う。 
2-10 対象地域のSAICを指導するファシリテーターとしての能力強化研修をMOH職員に対

して実施する。 
2-11 対象地域において同モデルの保健サービスコンポーネントの実施に関するモニタリン

グ・評価を行う。 
2-12 同モデルの保健サービスコンポーネントの実施に関する体制やメカニズムをそれぞれ

の県内の他の地域の関係者と共有する。 
2-13 活動の実績に基づき、同モデルの保健サービスコンポーネントの県内の普及計画を策

                                                  
9 コミュニティ保健ボランティア（Servicios de Atención Integral Comunitaria：SAIC）は、保健委員会のメンバーによって選定され、

CESANOやCESARにて保健医療活動への支援を無償で行っている住民のこと。コミュニティにあるとされる。その活動内容は乳

幼児の体重測定や乳幼児の成長の度合いの確認、下痢症や呼吸器疾患への対応、病気の人への薬の処方、予防接種などを主に行っ

ている。 
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定する。 
2-14 同モデルの保健サービスコンポーネントの実施に関する体制やメカニズムに基づく実

施工程を重視した経験を他県の関係者と共有する。 
 

4）プロジェクト実施上の留意点 
・本プロジェクトの関係者は多岐にわたるため、実施機関であるMOHは、活動プログラムの

調整や関係者間のコミュニケーションが円滑に行えるよう工夫する。 
・各指標の基準値・目標値については、本案件開始後のベースライン調査後に設定する。 
・本案件は、保健医療行政機関及びサービス機関の実施体制や実施基準等の体系を整備しつ

つ、その体系に基づいたモデルの実践を行う。実践で得られた情報や経験を体系整備に随

時フィードバックし、質を高めていく事業サイクルを継続させる。 
・本モデルの実施にかかわるガイドラインやマニュアル、及び評価システム等、既存の文書

やシステムの現況を確認し、最大限に有効活用する。 
 
（2）その他インパクト 

PHCに関するガイドライン、マニュアル類の整備にあたっては、多くの関連機関からの意見

を反映してより適切性・汎用性のあるものにするため、他県の関係者にも適宜情報の共有や、

可能な範囲での関連研修への自主的な参加を促す予定である。これらの過程で他県にもプロ

ジェクトの成果が波及することが期待される。また、本案件で実践を勧める「国家保健モデ

ル」は、PAHOが中米諸国で提唱する保健医療サービスの基礎的な概念に基づくものであり、

政策的コミットメントが確保されていることから、本モデルの導入及び実施は今後も継続さ

れ、ホンジュラスの自助努力による全国への普及が期待できる。その一方で、本モデルは三

つのコンポーネントから構成されていることから、本モデル全体の有効性を図るには、保健

サービスコンポーネント以外の二つのコンポーネントの進捗も重要となる。 
 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（1）事業実施のための前提条件 
特になし。 

 
（2）成果達成のための外部条件 

・プロジェクト対象地域の治安が劇的に悪化しない。 
 
（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・本プロジェクトによる研修を受けた人材がPHCの担当から外れない。 
 
（4）上位目標達成のための外部条件 

・保健政策が大きく変わらない。 
・住民の所得・収入が著しく落ちない。 
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６．評価結果 

本事業は、ホンジュラスの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、ま

た計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

（1）ニカラグア「グラナダ地域保健強化プロジェクト」（2000～2004年）終了時評価調査からの

教訓 
同プロジェクトでは、地方分権化が進むなかにおいても、MOHが地方レベルに及ぼす影響

は大きいことから、日本人専門家をMOHに配置することで、効率的効果的なプロジェクトの

展開と、プロジェクトの経験をMOHの政策に編成することが可能であったと指摘している。

上記ニカラグアの指摘と同じく、地方分権化を推進するホンジュラスにおいても、本案件の

円滑な実施及びプロジェクト成果についての中央レベルでの共有や政策への反映のために中

央と地方の連携が重要であることから、プロジェクト事務所の設置場所及び専門家の配置先

については、十分に検討する必要がある。 
 

（2）パラグアイ「プライマリーヘルスケア体制強化プロジェクト」（2012～2016年）からの教訓 
パラグアイにおいて2012年から4年間の計画で、家族保健ユニットと呼ばれる本プロジェク

トと類似した機能を設置し、PHCを中心に地域の保健医療サービスの改善を図ることを目的と

した技術協力案件が実施されている。同プロジェクトの活動内容や成果、教訓を本プロジェ

クトと共有し、本プロジェクトの中間レビュー時の活動内容を見直す際に参考にする等、プ

ロジェクトの質を高めるために有効活用することが期待される。 
 

８．今後の評価計画 

（1）今後の評価に用いる主な指標 
４．（１）のとおり。 

 
（2）今後の評価計画 

事業開始6カ月以内  ベースライン調査（本調査を基に指標を設定予定） 
事業中間時点     中間レビュー 
事業終了6カ月前まで エンドライン調査 
事業終了6カ月前   終了時評価 
事業終了3年後    事後評価 

 



 

－1－ 

第１章 詳細計画策定調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ホンジュラス共和国（以下、「ホンジュラス」と記す）の乳児死亡率や妊産婦死亡率1はMDGs、
中南米・カリブ地域全体の平均と比較すると依然として高い2。病院のほか、CESANOやCESAR、

母子保健クリニックと呼ばれる保健医療施設が存在するものの、当該施設数・職員数及び当該施

設へのアクセスが限られている3。またこれまでホンジュラスの保健医療施設では、治療が重視さ

れ、予防やプロモーションなども含めたPHCに関連した活動は十分に行われてこなかった。基礎的

な保健医療サービスがコミュニティレベルまで十分に行き届いていないのが現状である4。 
中南米においては、2005年のモンテビデオ宣言以降、PAHOのイニシアティブの下、家庭保健5を

基盤とするPHCが各国で推進されている。医師を含む多職種によりPHCを実践するEAISの形成や

導入が推奨されており、各国で順次導入されているが、ホンジュラスでは導入が遅れている。 
ホンジュラスにおいては「MOH組織強化」「保健医療サービス提供の委託と地域開発」「保健プ

ロモーション」「マネジメント能力を強化した保健モデル」の四つの政策的戦略の下、治療を中心

とした保健医療システムから、包括的な保健医療システムへの移行を図っており、他の中米諸国

同様に保健セクター改革に取り組んでいる。2005年からは、MCHに焦点をあてた第一次医療サー

ビスを拡大するため、保健モデルの一環として、市連合会、NGO等への医療サービスの外部委託

が、IDBやUSAID、世界銀行等の支援を受けつつ推進されている。また「保健計画（2010～2014
年）」では、保健医療サービスの分権化推進による地方自治体単位での保健医療サービスの提供体

制の整備が計画されている。 
ホンジュラス政府は、モンテビデオ宣言及び上記保健計画に基づき、家庭保健に焦点をあてた

PHCの実践として「国家保健モデル」6を策定した。同モデルは、家庭を単位として、医師や看護師

等の保健医療従事者からなるEAIS7を基盤に、巡回診療や家庭（世帯）調査等の活動を通じ、病気

の予防から健康プロモーション、治療、リハビリテーションまでを包括的に実施するものである

が、現時点では関連法規の整備までしか進んでいない。同モデルに基づいた保健医療サービスを

実施するために必要となる保健医療行政機関及びサービス機関の実施体制や実施基準等の整備が

喫緊の課題である。 
これらの状況を踏まえ、ホンジュラス政府よりわが国に対し、上記保健医療行政機関及びサー

ビス機関の実施体制や実施基準の整備等の中央レベルでの政策的支援に加え、「妊産婦及び乳幼児

                                                        
1 厳密には、maternal mortality ratioは「妊産婦死亡比」と表記すべきであるが、ここでは一般的に浸透している「妊産婦死亡率」

を使用する。 
2 ホンジュラスのMDGs（2015年）の乳児死亡率の削減目標は12（出生1,000対）で、妊産婦死亡率の目標値は46（出生10万対）

である。UNICEFの統計によれば、2010年の乳児死亡率は24（出生1,000対）、2008年の妊産婦死亡率は110（出生10万対）で

ある。 
3 「Visión de País 2010-2038 y Plan de Nación 2010-2022」（国家ビジョン2010～2038／国家計画2010～2022）の記載によると、2009

年時点での保健システムへのアクセスは25.7％。 
4 PAHOの「HEALTH IN THE AMERICAS, 2007.VOLUME II–COUNTRIES」によると、2004年時点の保健医療サービスのカバー

率は約70％にとどまっている。 
5 家庭を単位とした保健、医療。 
6 本モデルは、「マネジメント」「財務」「保健サービス」の三つの観点からめざすべきモデルを述べている。なお、各観点のこ

とを「コンポーネント」と呼ぶ。  

7 ホンジュラスでの呼び名。 
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死亡率の迅速な低下計画（RAMNI）2008～2015年」の重点対象地域と位置付づけており、全国の

なかでも貧困率の高いレンピーラ県と同国内で比較的平均的な保健指標を有するエル・パライソ

県をパイロット地域とした実施体制の確立・実施を内容とした本プロジェクトが要請された。 
本件詳細計画策定調査は、関係機関との協議、現地調査を通じ、要請の内容、背景及びプロジ

ェクトの実施体制（関係機関、人員、予算、設備、制度等）を確認し、評価5項目の観点からプロ

ジェクトの計画内容及び協力実施の適切性を評価するとともに、プロジェクトの実施に際して必

要な手続き、合意すべき事項について先方関係者と協議議事録で合意を得ることを目的に派遣さ

れた。 
 
１－２ 調査団員構成 

担当分野 氏名 所属 

団長/総括 花田 恭 JICA 国際協力専門員/保健アドバイザー 

協力企画 山田 朋未 JICA 人間開発部 保健第四課 職員 

評価分析 中西 政文 株式会社JIN コンサルタント 

通訳 山脇 ふさ子 通 訳 

 
１－３ 調査日程 

2012年8月26日（日）～9月17日（月）まで。 
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日付 訪問先・移動/評価分析 訪問先・移動/官団員 

8 月 26 日（日） 
日本発→ホンジュラス着 

 

資料整理 

8 月 27 日（月） 
JICA ホンジュラス事務所  
MOH PHC 課 
看護研修センター 

8 月 28 日（火） 

MOH サービス網次室（次官・保健総局長）表敬

PAHO ホンジュラス事務所 
USAID/ULAT 
→レンピーラ県 Esperanza 移動 

8 月 29 日（水） 
エランディーケ保健所（レンピーラ県） 
レンピーラ県保健事務所 

8 月 30 日（木） 

キオコ CESAR（レンピーラ県） 
ラ・イグアラ保健所（レンピーラ県） 
ラ・ウニオン保健所（レンピーラ県） 
サン・ラファエル保健所（レンピーラ県） 
→テグシガルパへ移動 

8 月 31 日（金） 
→エル・パライソ県へ移動 
テウパセンティ保健所（エル・パライソ県） 
→テグシガルパへ移動 

9 月 1 日（土） 資料整理 
9 月 2 日（日） 資料整理 

9 月 3 日（月） 
資料整理 

日本発→ホンジュラス着 
JICA ホンジュラス事務所 

打合せ 

9 月 4 日（火） 
PCM ワークショップ 準備 国際協力庁（SEPLAN）表敬 

PCM ワークショップ 10：30～15：00 

9 月 5 日（水） 

→エル・パライソ県へ移動 
エル・パライソ県保健事務所（エル・パライソ県） 

エル・パライソ県病院（第二次医療施設）（エル・パライソ県） 
エル・パライソ保健所・CMI（エル・パライソ県） 

アラウカ保健所（エル・パライソ県） 

9 月 6 日（木） 資料整理 
サン・フランシスコ保健所（エル・パライソ県）

エランディーケ保健所（エル・パライソ県） 
サンタ・クルツ保健所（エル・パライソ県） 

9 月 7 日（金） 

→テグシガルパへ移動 ラ・イグアラ保健所（エル・パライソ県） 
資料整理 ラ・ウニオン保健所（エル・パライソ県） 

 サン・ラファエル保健所（エル・パライソ県）

 →テグシガルパへ移動 
9 月 8 日（土） 団内 PDM 協議 
9 月 9 日（日） 資料整理・ミニッツ（案）、R/D（案）作成 
9 月 10 日（月） C/P 協議（JICA ホンジュラス事務所） 
9 月 11 日（火） C/P 協議（JICA ホンジュラス事務所） 

9 月 12 日（水） 
C/P 協議（JICA ホンジュラス事務所） 

（PM：ミニッツドラフト MOH 弁護士提出） 

9 月 13 日（木） 
 ホンジュラス国営テレビ取材 
 看護研修センター 
ミニッツ署名式準備（JICA ホンジュラス事務所） 

9 月 14 日（金） 
ミニッツ署名式－Hotel Marriott 
JICA ホンジュラス事務所報告 
在ホンジュラス日本大使館報告 

9 月 15 日（土） ホンジュラス発 
9 月 16 日（日） 移動 
9 月 17 日（月） 日本着 
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１－４ 主要面談者 

調査期間を通じて以下の主要面談者に質問票を使った聞き取りを行った。 
 

表１－１ 主要面談者リスト 

 氏名 組織 役職 
1 Dr. Sandra Pinel MOHサービスネットワーク次

官室 
保健総局長 

2 Dr. Carmen Servilla 
Hernandez 

MOHサービスネットワーク次

官室 PHC課  
課長 

3 Dr. Marcio Omar 
Madrid 

保健省サービスネットワーク

次官室 PHC課 
サービスネットワークセ

クレタリアット 
4 Sr. Eros Loa Salinas 

Martinez 
看護研修センター ディレクター 

5 Dr. Jorge Bustamante エル・パライソ県 保健局 県保健局長 
6 Dr. Glady Paz Diaz レンピーラ県 保健局 県保健局長 
7 Dr. Nori Lago 

 
エル・パライソ県、テウパセン

ティ市CESAMO 
ディレクター 

8 Ms. Sonia Gala エル・パライソ県、県保健局（勤

務地はテウパセンティ市の

CESAMO 

テウパセンティ市全域の

保健施設のコーディネー

ター 
9 Dr. Ceferino Zepada エル・パライソ県、エル・パラ

イソ市CESAMO 
ディレクター 

10 Dr. Souya Surena 
Hernandez Mendoza 

エル・パライソ県、アラウカ市

CESAMO 
ディレクター 

11 Dr. Miriam Ordonez 
Andrade 

レンピーラ県 地域病院 疫学者 

12 Ms. Mirian Puerto 
 

レンピーラ県保健局（勤務地は

エランディーケ市の保健所） 
レンピーラ県、サンタ・ク

ルツ市、エランディーケ

市、サン・フランシスコ市

のコーディネーター 
13 Dr. Sinthia Damary 

Canales Nunez 
レンピーラ県、エランディーケ

市CESAMO 
ディレクター 

14 Dr. Jenny Suyapa 
Alvarado Diaz  

レンピーラ県、サン・フランシ

スコ市CESAMO 
ディレクター 

15 Ms. Lic. Magda S. 
Caceres 

レンピーラ県保健局（勤務地は

サン・ラファエル市の保健所）

レンピーラ県、サン・ラフ

ァエル市、ラ・イグアラ市、

ラ・ウニオン市のコーディ

ネーター 
16 Dr. Heydy Maribel 

Ramos  
レンピーラ県、ラ・イグアラ市

のCESAMO 
ディレクター 

17 Dr. Maria Yolan 
Fuentes Guerra 

レンピーラ県、ラ・ウニオン市

のCESAMO 
ディレクター 

18 Ms. Jyma Yolanda 
Vargas 

レンピーラ県、キオコCESAR 責任者 
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19 Dr. Alma Fabiola 
Morales 

PAHO 局長代行、ファミリー・コ

ミュニティヘルス担当 
20 Dr. Gabriel Antonio  PAHO ヘルスサービス・保健シス

テム担当 
21 Dr. Juan de Dioz 

Paredes 
USAID ULAT・ MSHプロジェク

ト・ディレクター 
22 Dr. Gustavo Avila USAID ヘルスプログラムオフィ

サー 
23 Mr. David E. 

Castellanos 
USAID 保健プロジェクト専門家 

 
本詳細計画策定調査では、本プロジェクトのC/PであるMOHサービスネットワーク次官室のPHC

課の課長を中心に聞き取りを行い、活動対象予定地域であるエル・パライソ県及びレンピーラ県

の県保健局の保健局長へも聞き取りを行った。また、CESAMOやCESARが本プロジェクトのなか

で重要な位置を占めると考えられたため、両県の対象地域のCESAMOとCESARのできるだけ多く

の関係者にも聞き取りを行い、対象地域の保健課題と保健医療サービスを提供するための組織の

仕組みや課題、課題についての意識などについて情報収集を行った。本プロジェクトはホンジュ

ラスの保健政策である「国家保健モデル」の実施体制の確立・実施を支援するものであり、他の

開発パートナーも保健医療システムの改革支援を行っているため、他の開発パートナーの考えや

活動状況の把握も重要視した。 
また、「国家保健モデル」に関する認識の共有やプロジェクトの詳細計画に関する協議を行うた

め、プロジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Manegement：PCM）ワークショップ

の問題分析を交えた説明会とプロジェクト計画立案会議を実施した。PCMワークショップの問題

分析を交えた説明会には、MOHサービスネットワーク次官室PHC課の職員と各県の保健局の主要

関係者が参加し、プロジェクト計画立案会議ではMOHサービスネットワーク次官室PHC課の課長

や各県の保健局長らと協議した。PCMワークショップの内容と問題分析の結果について付属資料4
を参照のこと。 
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第２章 プロジェクト実施の背景とニーズ 
 
２－１ ホンジュラスの保健セクターの現状及び問題点 

中南米地域の最貧国の一つであるホンジュラスでは、60％の家庭が貧困状態にある。（世界銀行

20108）当国の保健指標の水準も低く、MCHに関してはMDGsと比較しても表２－１のとおり依然

として厳しい状況にある。 
 

表２－１ ホンジュラスMDGs（2015年）と現状の比較 

 ホンジュラスMDGs（2015年） ホンジュラスの現状 
乳児死亡率 12（出生1,000対） 24（出生1,000対） 

（2010年時の数値） 
妊産婦死亡率 46（出生10万対） 110（出生10万対） 

（2008年時の数値） 
現状の数値の出典：UNICEF 

 
病院のほか、CESAMOやCESAR、MCHクリニックと呼ばれる第一次保健医療施設が存在するも

のの、当該施設数や機材の老朽化や不十分な職員配置、当該施設へのアクセスの難しさ等から、

基礎的な保健医療サービスがコミュニティレベルまで十分に行き届いていない現状である。特に

農村部や山間部等の地方における保健医療サービス提供状況は厳しい。 
中南米においては、2005年のモンテビデオ宣言以降、PAHOのイニシアティブの下、家庭保健を

基盤とするPHCが各国で推進されている。医師を含む多職種によりPHCを実践するEAISの形成や

導入が推奨されており、各国で順次導入されているが、ホンジュラスでは実践されていない。 
ホンジュラスにおいては「MOH組織強化」「保健医療サービス提供の委託と地域開発」「保健プ

ロモーション」「マネジメント能力を強化した保健モデル」の四つの政策的戦略の下、治療を中心

とした保健医療システムから、包括的な保健医療システムへの移行を図っており、他の中米諸国

同様に保健セクター改革に取り組んでいる。2005年からは、MCHに焦点をあてた第一次医療サー

ビスを拡大するため、保健モデルの一環として、市連合会、NGO等への医療サービスの外部委託

が、IDBやUSAID、世界銀行等の支援を受けつつ推進されている。2008年には長期的なMCHプロ

グラム「妊産婦及び乳幼児死亡率の迅速な低下計画（RAMNI）2008～2015年」を打ち出し、MCH
を優先課題の一つと位置づけ、MCH指標の改善やMCHサービスによるカバレッジの拡大が計画さ

れている。また「保健計画（2010～2014年）」では、保健医療サービスの分権化推進による地方自

治体単位での保健医療サービスの提供体制の整備が計画されている。 
ホンジュラス政府は、モンテビデオ宣言及び上記保健計画に基づき、家庭保健に焦点をあてた

PHCの実践として「国家保健モデル」を策定した。同モデルは、家庭を単位として、医師や看護師

等の保健医療従事者からなるEAISを基盤に、巡回診療や家庭（世帯）調査等の活動を通じ、病気

の予防から健康プロモーション、治療、リハビリテーションまでを包括的に実施するものである

が、現時点では関連法規の整備までしか進んでいない。同モデルに基づいた保健医療サービスを

実施するために必要となる保健医療行政機関及びサービス機関の実施体制や実施基準等の整備が

                                                        
8 World Bank 

http://data.worldbank.org/indicator/SI.POV.NAHC/countries/HN?display=graph(2014/02/04情報取得） 
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喫緊の課題である。 
 
２－２ ホンジュラスの保健セクター政策 

上述のとおり、ホンジュラスでは、MCHを優先的課題の一つと位置づけ、EAISを基盤としたPHC
を実践する包括的な保健医療システムへの移行を図っている。本プロジェクトは同保健医療シス

テムへの移行の実現を支援するものである。保健セクターの主要な各政策は、以下のとおり。 
 
（1）国家ビジョン（2010～2038年） 

「国家ビジョン（2010～2038年）」は、2010年10月に策定された貧困削減戦略文書（PRSP）
で掲げている目標への取り組みを更に強化すべく、四つの国家目標及び各目標に対する重点

項目を設けている。保健セクターに関しては、国家目標1「極度の貧困状態がなく、国民が等

しく教育と健康を享受できる、社会的弱者に配慮した国家」において「保健医療システムの

すべての段階で、サービスのカバー率95％を達成する」が掲げられている。 
 
（2）国家計画（2010～2022年） 

「国家計画（2010～2022年）」は、「国家ビジョン（2010～2038年）」における国家目標の達

成のために2022年までに達成すべき目標を設定したものである。このうち保健セクターに関

連するものは、「優先分野1. 持続的な人口構造」においては思春期女子による出産率の低下が、

「優先分野5. 健康状態の改善」ではMCH及びマラリアとデング熱等の感染症への対策が取り

組むべき課題として掲げられている。また、「社会的に困難な状況にある国民に対し、効果的

で質の高い保健サービスを提供するため、健康に関する構造的・社会的な課題に取り組む」

としている。 
 
（3）保健セクター開発計画 

「国家保健計画（2010～2014年）」は、上記の国家開発政策に沿って策定された保健セクタ

ーにおける中期計画である。同計画では、MCH状況の改善や感染症対策等の保健セクター課

題及び保健セクター改革が重点課題として掲げられている。 
 
（4）妊産婦及び乳幼児死亡率の迅速な低下計画（RAMNI）（2008～2015年） 

「RAMNI（2008～2015年）」は、MCH指標の改善のために策定された国家プログラムであ

り、妊産婦死亡率、乳児死亡率、5歳未満児死亡率、合計特殊出生率、避妊具普及率、施設分

娩率、3種混合ワクチン接種率及び母子サービスの満足度の向上を目的として実施されている。

なお、妊産婦死亡率や乳児死亡率等は地域間格差の是正を考慮した目標値が設定されている。

また、MCHサービスのカバレッジの拡大のため、分娩施設を備えた保健医療施設の増設及び

拡張を実施するとしている。RAMNI（2008～2015年）では、「国家人口保健調査（Encuesta 
Nacional de Demografia y Salud：ENDESA）（2011～2012年）」の結果を受けて、妊産婦死亡率

に関してはエル・パライソ県、子どもの死亡率に関してはレンピーラ県及びエル・パライソ

県を今後の重点対象地域としている。 
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（5）国家保健モデル 
家庭を単位として、医師や看護師等の保健医療従事者からなるEAISを基盤に、巡回診療や

家庭（世帯）調査等の活動を通じ、病気の予防から健康プロモーション、治療、リハビリテ

ーションまでを包括的に実施するPHC体制である。 
同モデルは、「マネジメント」「財務」「保健サービス」の 三つの項目から構成されている。

「保健サービス」の項目には、保健医療サービス機関の連携及び保健システム再構築、保健

医療施設の分類の見直し、ヘルスプロモーションと予防を重要視した総合的な保健医療サー

ビスの提供、EAISの導入を通じた、政府としてめざすべき保健医療サービスの拡充が記され

ている。 
第一次医療施設に所属する形で設置されるEAISは、コミュニティを訪問し、PHC活動を含

めた保健医療活動や世帯の状況を把握するための世帯調査等を行う。EAISは、特に以下の五

つの点、1）家族（家庭）の状況、2）コミュニティの状況、3）就業環境、4）保健医療施設

の状況、5）社会文化的な要素、について横断的に留意しながら活動を行う。 
また、CESAMOと県病院の中間レベルの機能を有するポリクリニックを新たな保健医療施

設として設置する計画である。医師を常駐させ、24時間のオペレーションを検討している。

ポリクリニックの設置により、県病院に集中する患者の混雑緩和、及び、多様な保健医療サ

ービスの提供をめざす。 
 
２－３ 保健医療施設のリファラルシステム 

ホンジュラスの保健医療施設のリファラルシステムを図２－１のとおり示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図２－１ 保健医療施設のリファラルシステム  
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第一次医療施設のCESAMOやCESARには、SAICと呼ばれるボランティアが存在している。SAIC
は当該施設の保健医療活動への支援を無償で行っている。SAICはコミュニティにある保健委員会

のメンバーによって選定される。その活動内容は乳幼児の体重測定や乳幼児の成長の度合いの確

認、下痢症や呼吸器疾患への対応、病気の人への薬の処方、予防接種などを主に行っている。 
 
２－４ 保健セクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

保健セクターに対するわが国の協力は、これまで無償資金協力、技術協力等を通じ多数実施さ

れてきた。 
エル・パライソ県のテウパセンティ市、アラウカ市、レンピーラ県のサンタ・クルツ市におい

て、シャーガス病の監視システムを構築し、「看護教育プロジェクト」などを通じた保健分野での

協力を行ってきた。オランチョ県では、2008年より4年間、「オランチョ県思春期リプロダクティ

ブヘルス強化プロジェクト」を実施し、思春期人口を対象とした家族計画を含む思春期教育に関

する活動を展開してきた。 
また、技能改善やシステムの構築だけでなく、USAIDと連携して「国家保健モデル」の政策立

案に関して助言を行うなどの協力を実施し、テグシガルパにある看護研修センターへの技術支援

も行った実績がある。特に看護研修センターは、JICAにより「中米カリブ地域/看護基礎・継続教

育強化プロジェクト」を通じて看護師の技能の向上を2007年の8月～2011年8月の期間で実施して

きた。 
主要な実績は以下のとおり。 

 
表２－２ わが国の技術協力・有償資金協力との関係（保健医療分野） 

協力内容 実施年度 案件名／その他 概要 
技術協力

プロジェ

クト 

1990～
1995年度 

看護教育強化プロジェクト 看護補助員及び看護師養成の強化

により公衆衛生の改善を図るもの。

2000～
2005年度 

第7保健地域リプロダクティブ

ヘルス向上プロジェクト 
保健医療供給者による質の高いリ

プロダクティブヘルスサービスの

提供を図るもの。 
2003～
2007年度 

シャーガス病対策プロジェク

ト 
媒介虫によるシャーガス病の伝搬

が中断を図るもの。 
2007～
2011年度 

中米カリブ地域/看護基礎・継

続教育強化プロジェクト 
看護基礎教育指導者の能力向上を

図るもの。 

2008～
2011年度 

シャーガス病対策プロジェク

トフェーズ2 
媒介虫によるシャーガス病の伝搬

が中断に向け、対策を講じる地域の

拡大や対策の定着化を図るもの。 

2008～
2012年度 

オランチョ県思春期リプロダ

クティブヘルス強化プロジェ

クト 

若年妊娠の問題解決のため、性とリ

プロダクティブヘルスのケアを受

ける思春期の若者の数の増加を図

るもの。 

2013～
2018年度 

「国家保健モデル」に基づくプ

ライマリーヘルスケア体制強

化プロジェクト 

「国家保健モデル」に基づくPHCの
実施のために必要な体制の強化を

図るもの。 
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専門家派

遣 
2012～
2014年度 

シャーガス病対策アドバイザ

ー（派遣期間2012～2014年） 
人数：4名 

派遣機関：ホンジュラスMOH 
派指導科目：シャーガス病対策、社

会経済分析等 
草の根技

術協力 
2007～
2009年度 

エルパライソ県母子保健向上

支援事業 
地方におけるMCHサービスへのア

クセス向上のために、サービス強化

を図るもの。 

2010～
2011年度 

エルパライソ県母子保健向上

支援事業フェーズ2 
地方におけるMCHサービス向上の

ためにコミュニティにおける活動

の強化を図るもの。 
日本NGO
連携協力 

2012年度 

母子保健クリニック利用促進

プロジェクト 
エル・パライソ県トロヘス市の

MCHクリニック敷地内の「妊婦の

家」の建設及び、スタッフや保健ボ

ランティアへの研修等の人材育成

を実施し母子死亡率の減少をめざ

すもの。 
研修員受

入 2007～
2013年 

臨床検査技術、保健人材育成、

病院管理、リプロダクティブヘ

ルス、MCH等に関連する各種

研修 

エイズ、成人T細胞白血病に関する

ウイルス学、病理学、診断、治療及

び疫学に係る研修 

 
表２－３ わが国無償資金協力実績（保健医療分野） 

 
実施

年度 
案件名 

供与 
限度額

（億円）

概要 

一般プロ

ジェクト

無償 

2002
年度 

第三保健地域病院網強化計画 9.27 
救急クリニックの建設及びレオナル

ド・マルティネス地方病院母子棟の

建設 

2003
年度 

第三保健地域病院網強化計画 4.67 
救急クリニックの建設及びレオナル

ド・マルティネス地方病院母子棟の

建設 

2005
年度 

全国公衆衛生検査所機材整備

計画 
1.46 

中央検査所及び八つの保健行政区の

地域検査所の検査機材及び中央検査

所における研修用機材の整備 
2007
年度 

サン・フェリペ病院整備計画 8.88 
サン・フェリペ病院の外来診療棟の

建設及び機材整備 
日本NGO
連携無償 2012

年度 
母子保健クリニック利用促進

プロジェクト 
0.33 

エル・パライソ県トロヘス市のMCH
クリニック敷地内に「妊婦の家」を

建設及びスタッフへの研修を実施し

母子死亡率の減少をめざす 
2013
年度 

ダンリ市における施設分娩推

進プロジェクト 
0.31 

ダンリ医療施設スタッフに対する研

修の実施、ネットワークの強化 
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 実施

年度 案件名 
供与 

限度額

（億円）

概要 

草の根・人

間の安全

保障無償 

2010
年度 

ホンジュラス赤十字社救急車

整備計画 
0.04 救急車供与及び救急体制の強化 

グイノペ市サン・イシドロ保

健所増築計画 
0.03 

グイノペ市サン・イシドロ保健所に

おける施設整備 
シャーガス病対策研修計画 0.08 シャーガス病対策活動に係る研修 
サン・フランシスコ・デ・ラ・

パス市ラ・アビスパ村保健所

建設計画 
0.04 

サン・フランシスコ・デ・ラ・パス

市ラ・アビスパ村保健所における施

設整備 
2011
年度 

コマヤグア市サンタ・テレサ

病院術後回復施設増築計画 
0.07 

コマヤグア市サンタ・テレサ病院に

おける手術施設整備 
サンタ・アナ市サン・アント

ニオ村保健所建設計画 
0.05 

サンタ・アナ市サン・アントニオ村

保健所における施設整備 
サンタ・バルバラ市サンタ・

バルバラ総合病院分娩待機／

産後休憩施設建設計画 
0.10 

サンタ・バルバラ市サンタ・バルバ

ラ総合病院における産科関連施設整

備 
2012
年度 

アティマ市保健所建設計画 0.11 アティマ市保健所における施設整備

イリオナ市イリオナ・ビエホ

村保健所建設計画 
0.05 

イリオナ市ビエホ村における保健所

施設整備 
教育病院母子ブロック病理科

改修計画 
0.09 

国立教育病院病理科における施設改

修及び整備 
ビジャ・デ・サン・フランシ

スコ市フアン・ラファエル・

スニガ保健所増改築計画 
0.06 

ビジャ・デ・サン・フランシスコ市

フアン・ラファエル・スニガ保健に

おける施設及び機材整備 

メアンバル市保健所建設計画 0.07 
メアンバル市保健所における施設整

備 
リモン市ルシンダ地区保健所

建て替え計画 
0.07 

リモン市ルシンダ地区保健所におけ

る施設整備 
 

２－５ プロジェクト対象地の概況 

本調査において、聞き取りを含めた情報収集を通じて確認できたプロジェクト対象地の概況は

以下のとおり。 
 
（1）母子保健（MCH）指標及び疾患状況 

プロジェクト対象地域であるレンピーラ県及びエル・パライソ県の保健指標及び疾患状況

は以下のとおり。MCH指標は当国平均より総じて良くない。また疾患状況は、予防やヘルス

プロモーション等で改善可能な、小児が患いやすい疾患及び慢性的な非感染症疾患の患者数

が多い。 
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表２－４ 本プロジェクト対象地域におけるMCH関連指標（2011～2012年） 

 ホンジュラス

平均値 
レンピーラ県 

エル・パライ

ソ県 

合計特殊出生率（女性1人当たり） 2.9 3.9 3.0

青年期（15～19歳）による出産率（％） 24 30 24

新生児死亡率（出生1,000対） 18 21 13

乳児死亡率（出生1,000対） 24 31 26

5歳未満児死亡率（出生1,000対） 29 36 31

妊産婦死亡率（出生10万対）* （参考値）

110**
- -

助産専門技能者の立ち合いによる出産の割合（％） 83 67 72

5歳未満児のうち低体重児の割合（％） 7 16 5

3種混合ワクチンの完全接種を受けた割合（1歳
児）（％） 

85 91 87

注）*ENDESA（2011～2012年）では、妊産婦死亡率は発表されていない。 
**妊産婦死亡率のホンジュラス平均値は、2010年以降公表されていない。参考値はUNICEF（2008年）より引

用。 
出典）ENDESA（2011～2012年）、ホンジュラス国家統計局（2013年）を基に調査団で加筆。 

 
表２－５ 2011年のエル・パライソ県の疾患状況 

 疾患名 1歳未満 1～4歳 5～14歳 15歳以上 合計 
1 百日咳 0 0 0 0 0 
2 水痘 48 162 290 131 631 
3 A型肝炎 2 30 42 16 90 
4 B型肝炎 0 0 0 2 2 
5 その他肝炎 0 0 0 0 0 
6 下痢症 1,812 2,986 640 1189 6,627 
7 赤痢 131 161 72 139 503 
8 腸チフス 0 1 0 0 1 
9 肺炎 629 1,075 169 248 2,121 

10 気管支炎/ 
喘息 

672 1,635 1,568 2,238 6,113 

11 連鎖球菌性咽頭炎 641 3,206 3,708 5,369 12,924 
12 他の咽頭/ 

扁桃炎 
828 2,648 3,061 4,113 10,650 

13 肺結核 0 0 3 55 58 
14 デング熱 21 21 34 126 202 
15 梅毒 0 0 0 27 27 
16 HIV/AIDS 0 0 38 38 86 
17 高血圧症 0 0 14 3,866 3,880 
18 糖尿病 0 0 6 976 982 
19 急性農薬 

中毒症 
0 0 7 68 75 

AMDA International、AMDAホンジュラス 現状報告書：レンピーラ県サン・フランシスコ市及びベレン市、エル・パライソ

県テウパセンティ市及びアラウカ市における医療保健サービス提供と現状分析調査、2012年6月27日の情報を基に作成
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表２－６ 2011年のレンピーラ県の疾患状況 

 疾患名 1歳未満 1～4歳 5～14歳 15歳以上 合計 
1 百日咳 64 23 27 0 114 
2 水痘 43 157 262 74 536 
3 A型肝炎 6 29 27 4 66 
4 B型肝炎 2 8 11 3 24 
5 その他肝炎 0 5 2 0 7 
6 下痢症 1,504 2,608 304 297 4,713 
7 赤痢 116 224 206 126 672 
8 腸チフス 0 3 3 6 12 
9 肺炎 1,755 2.924 278 260 5,217 

10 気管支炎/ 
喘息 

524 1,422 1,000 1,666 4,612 

11 連鎖球菌性咽頭炎 557 2,293 2,275 2,792 7,917 
12 他の咽頭/ 

扁桃炎 
319 944 1,008 1,397 3,668 

13 肺結核 0 0 23 39 62 
14 デング熱 0 2 8 16 26 
15 梅毒 0 0 0 6 6 
16 HIV/AIDS 0 0 1 1 2 
17 高血圧症 0 0 22 2,537 2,559 
18 糖尿病 0 0 8 461 469 

AMDA International、AMDAホンジュラス 現状報告書：レンピーラ県サン・フランシスコ市及びベレン市、エル・パライソ

県テウパセンティ市及びアラウカ市における医療保健サービス提供と現状分析調査、2012年6月27日の情報を基に作成 

 
（2）保健医療施設数と保健人材 

ホンジュラスにおいて、都市部と地方部の保健医療格差は著しく、特に農村部や山岳部で

は保健医療施設が少なく、住民の保健サービスへのアクセスが限られている。CESAMOやMCH
クリニック、CESAR等が存在するが、当該施設に勤務する保健人材の数も限られている。保

健医療施設数や当該施設に勤務する保健人材数は、各施設が管轄する地域の人口と比較して

少ないことから、十分かつ質の高い保健サービスが行き届かないという問題が生じている。 
例えば、エル・パライソ県では2011年の人口が43万6,138人であるのに対し、県内の公的な

保健医療施設の数は90カ所であり、単純計算をすると一つの保健医療施設で4,845人の県民へ

の対応をしなければならない。また、レンピーラ県でも、2011年の人口が32万3,520人であっ

たのに対し、公的な保健医療施設は100カ所しか存在していないため、一つの保健医療施設で

3,235人の県民の治療に対処しなければならず、両県ともに一つの保健医療施設が対応するべ

き人口が多い（保健医療施設の数は表２－７を参照のこと）。保健医療施設の数が限られてい

ることから、最も近くの保健医療施設へは徒歩で数時間かかる等、保健医療施設へのアクセ

スが悪い住民が多いこともCESAMOでの聞き取りで確認されている。 
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表２－７ エル・パライソ県及びレンピーラ県の保健医療施設の数 

エル・パライソ県 レンピーラ県 
保健医療施設の種類 施設数 保健医療施設の種類 施設数 
医師のいるCESAMO 27 医師のいるCESAMO 13 

MCHクリニック 3 MCHクリニック 5 
CESAR（医師不在） 58 CESAR（医師不在） 80 

地域病院 1 地域病院 1 
地域病院（分院） 1 地域病院（分院） 0 
地域臨床検査室 0 地域臨床検査室 1 

合計数 90 合計数 100 
AMDA International、AMDAホンジュラス 現状報告書：レンピーラ県サン・フランシスコ市及びベレン市、エル・パライソ

県テウパセンティ市及びアラウカ市における医療保健サービス提供と現状分析調査、2012年6月27日の情報を基に作成 

 
また、保健医療施設に勤務する保健人材数と人口との関係については、本プロジェクトの

対象地域はレンピーラ県の六つの市としているが9、それらの市のCESAMOでは、表２－８の

とおり、各市におよそ1万～2万人程度の人が居住しているにもかかわらず、各CESAMOの職

員の数は10名以下で、5名の職員で約1万人の人口をカバーしているCESAMOも存在している

ことが分かる。 
本調査の聞き取り結果では、CESAMOには1日500～650名程度の患者が来ることが確認され

ており、患者の数に対して十分な数の職員がCESAMOで勤務しているとは言い難く、それに

より質の高い保健医療サービスが十分に提供できていない。ホンジュラスでは保健プロモー

ターや環境技師と呼ばれる職員がPHC活動を行うのが一般的であるが、本詳細策定調査の結果

からは、治療以外の予防やプロモーション等のPHCにかかわる活動を行うのに十分な保健人材

の配置がないことを問題点として挙げたCESAMOのディレクターが多かった。 
限られた保健医療施設や保健人材を生かし、住民のニーズに合致した質の高い保健医療サ

ービスを提供するためには、治療以外の日常的な予防やプロモーション等のPHC活動が重要で

あるが、エル・パライソ県とレンピーラ県で訪問したCESAMOでは、その重要性が浸透して

おらず、予防やプロモーションの活動がほとんどまたは全く行われていない状況であった。 
 

表２－８ レンピーラ県の本プロジェクトの活動対象地域のCESAMOの職員の種類と数 

エランディーケ市のCESAMO 市の人口 
職種 職員数 15,181 
医師 1 

准看護師 2 
分析技師 1 

インターン医師 2 
准看護士（契約） 2 

インターン准看護士 2 
合計人数 10 

                                                        
9 サン・フランシスコ市、エランディーケ市、サンタ・クルツ市、ラ・イグアラ市、サン・ラファエル市、ラ・ウニオン市の6

市がレンピーラ県における本プロジェクトの対象地域となる。 
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サン・フランシスコ市のCESAMO 市の人口 
職種 人数 10,217 
医師 1 

准看護師 3 
インターン准看護士 1 

合計人数 5 
 

サンタ・クルツ市のCESAMO 市の人口 
職種 人数 6,675 
医師 1 

看護師（大卒） 1 
准看護師 2 

ガードマン 1 
合計人数 5 

 
ラ・イグアラ市のCESAMO 市の人口 

職種 人数 22,888 
医師 1 

准看護師 2 
インターン医師 1 

インターン准看護師 1 
環境技師 1 

インターン環境技師 2 
ガードマン 1 

雑用係 1 
合計人数 10 

 
サン・ラファエル市のCESAMO 市の人口 
職種 人数 13,513 

医師（フルタイム） 1 
准看護師（フルタイム） 2 

准看護師（パートタイム） 1 
医師（パートタイム） 1 

環境技師 1 
合計人数 6 

 
ラ・ウニオン市のCESAMO 市の人口 

職種 人数 22,888 
医師 1 

看護師（フルタイム） 1 
インターン看護師（フルタイム） 2 

インターン看護師（パートタイム） 1 
保健プロモーター 1 
インターン医師 1 
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掃除婦 1 
総務・事務担当 1 

合計人数 9 
「ホンジュラス総合的保健医療モデル実施能力強化プロジェクト詳細計画策定調査」の聞き取り結果とJICAホンジュラス事務

所の情報を基に作成 

 
（3）医療機材 

適切な医療機材を十分に備えていない保健医療施設が多く存在している。例えば、エル・

パライソ県やレンピーラ県を例に挙げると、両県のCESAMOにおいて主に以下の医療機材の

不足が聞き取りで共通に挙げられた。 
 

エル・パライソ県とレンピーラ県のCESAMOで不足している主な医療機材 
 
酸素供給器、保育器、マイクロ遠心分離機、超音波検査器、ネブライザー、血圧計、耳鏡、グ

リコメーター、産婦人科用診察台、成人用の身長計及び体重計、水質検査機器 
 

両県における医療機材のニーズはおよそ共通しており、超音波検査器やマイクロ遠心分離

機のような機材から、血圧計や産婦人科用の診察台まで幅広いニーズが聞き取りによって確

認された。成人用の身長計や体重計のような基本的な医療機材がないCESAMOもあった。酸

素供給器は、患者を上のレベルの医療施設に搬送するのに時間がかかり、その間に必要な場

合があるため、固定用だけでなく、移動用の両方があることが求められていた。地域の水質

を測る機器は、CESAMOに勤務する環境技師が各地域の水源の質を確認し、その安全性を住

民に説明することで下痢症の改善につながるためニーズがあった。CESARでは電気がない場

所もあるため、電気を必要とする機材を置くことができない施設もあるが、胎児の心音を聞

くための簡易な機材があれば良いという意見がCESARで勤務している准看護師からのヒアリ

ングで確認された。 
 
（4）予 算 

詳細計画策定調査時点において、県のレベルでは、毎年各保健医療施設が、必要な人員や

資機材、薬剤等の申請を県保健局に行い10、県保健局がその内容を取りまとめ、整理・優先順

位づけをし、中央のMOHに予算申請するシステムになっている。一方、県の保健局長からの

聞き取りでは、実際は申請によって中央MOHからの予算額が決まるというよりも、中央MOH
が確保できる予算額が最初から決まっており、CESAMOやCESARに十分な資材や薬剤を供給

できる状況にはなっていないとの回答を受けた。そのため県の保健局は承認された予算のな

かで優先順位をたて、各保健施設が必要と判断する資機材や薬剤などを配布する仕組みにな

っており、予算として現金が確保されている制度ではない。そのため、各保健施設は必要な

資機材や薬剤を適切な時期に入手できないことがあり、適切な保健医療サービスの提供が遅

                                                        
10 現在、県保健局には、エル・パライソ県で35名、レンピーラ県で32名の職員が勤務しているが、記述のとおり、職員数その

ものが少ないことに加え、それぞれの職員が異なる任務をもっており、県保健局の全職員が県全域の保健医療施設のニーズ

を常に適切に把握する業務を行うは難しいことから県保健局が必ずしも正確に各保健医療施設のニーズを正確に把握してい

るとは言い難い。 
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れる原因の一つとなっている。 
また、CESAMOは、支払いが可能な患者から診療費として10レンピーラを徴集している。

MOHの規定に基づき、そのうち2レンピーラが県保健局に納入され、8レンピーラはCESAMO
の自己資金となる。しかし、その診療費を支払うことができない患者が多いため、自己資金

を潤沢に確保することは容易ではない。限られた自己資金で緊急に必要な支出を賄うことは

あるが、それにも限界があり、CESAMO自らの資金で医療機材や医薬品、必要な人員、リフ

ァラルのための搬送手段を確保することは極めて困難である。 
さらに、ホンジュラスの保健セクターの現状に関連する事項として、市の協力姿勢が第一

次医療施設のサービス提供の内容に影響していることを認識しておくべきである。ホンジュ

ラスでは、中央政府から各市に対し、助成金を交付している。市はその助成金の5％を保健と

教育、それに関連した施設の管理のために使わなければならないことになっている。しかし、

実際は市によって必ずしも積極的に保健分野にその助成金が使われていると思えない例が散

見されている。例えば、レンピーラ県のラ・ウニオン市ではベーシックパッケージ11と呼ばれ

るコミュニティへの巡回診療を実施する際に、市が交通手段を提供している例があるが、そ

の隣のサン・ラファエル市をはじめ多くの市では、CESAMOやサービスネットワークコーデ

ィネーターの活動に対して資金的な支援は行われていない。そのため、CESAMOに重症患者

が来た場合でも、搬送手段がなく、患者の家族が交通手段を確保するしかない場合があった。

このように、市によって保健医療活動への協力姿勢が全く異なっている。 
 
（5）地方分権化 

ホンジュラスにおいては、保健医療の地方分権化が進められており、市連合会、NGO等へ

の医療サービスの外部委託が、IDBやUSAID、世界銀行等の支援を受けて2005年から推進され

ている。委託の種類は大きく以下の4種類に分類できる。 
① パブリック－ソーシャルグループ型 
② パブリック－NGO型 
③ パブリック－プライベート型 
④ パブリック－パブリック型 
 

①のパブリック－ソーシャルグループ型では、地域の複数の市が連合体を形成し、プロポ

ーザルを作成し、MOHと契約を結び、その契約内容に沿って保健医療のサービスを提供する

形である。2012年8月の詳細計画策定調査の時点では、この契約形態が最も多い。 
②のパブリック－NGO型はMOHと契約を結ぶ相手がNGOとなる。 
③の契約形態は契約先が民間企業またはプライベートの病院やクリニックが考えられるが、

まだ数としては多くない。 
④の契約形態は一つの市が単独でMOHと契約を結び、契約内容に沿って保健医療サービス

を提供する形でこれまでまだこの契約形態による契約は発生していない。    

                                                        
11 MOHが目的別にCESAMOを選定し、巡回診療を通じて当該地域の特定の保健課題を改善するために実施している取り組み。

巡回診療チームは選定されたCESAMOの医師や看護師、検査技師等の数名の医療従事者で編成され、巡回診療を実施してい

る。レンピーラ県ではこれまで試験的に実施されてきており、その効果を上げている。しかし、他の県でも同様に実施され

ているわけではなく、エル・パライソ県などではほとんど実施されていない。 
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レンピーラ県は保健医療の地方分権化が進んでいる。これまで医療サービスの外部委託契

約は75件ほどMOHと結ばれており、約60％の市で地方分権化が進んでいる。一方でエル・パ

ライソ県では地方分権化に積極的でない市が多く、分権化はほとんど進んでいない。地方分

権による委託を契約したあとは、MOHが保健医療サービスが契約内容どおりに提供されてい

るか監査を行う。契約どおりのサービスが提供されていれば、契約金額に上乗せする形で報

奨金が支払われ、契約に沿っていない場合は契約金の支払額が全体の60～70％程度に減額さ

れるのがこれまでの通例となっている。 
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第３章 技術協力プロジェクトの基本計画 
 
３－１ 協力期間 

本プロジェクトの協力期間は2013～2018年の60カ月とする。 
 
３－２ 対象地域 

本プロジェクト対象地域はエル・パライソ県及びレンピーラ県とする。そのなかでもエル・パ

ライソ県はテウパセンティ市、ダンリ市、アラウカ市、エル・パライソ市を対象地域とし、レン

ピーラ県ではサン・フランシスコ市、エランディーケ市、サンタ・クルツ市、ラ・イグアラ市、

サン・ラファエル市、ラ・ウニオン市を対象地域とする。 
 
３－３ ターゲットグループ 

本プロジェクトの直接受益者はMOHの中央レベルの職員とエル・パライソ県及びレンピーラ県

の活動対象地域の県保健局の職員とする。また、間接受益者はエル・パライソ県及びレンピーラ

県の活動対象地域の住民とする。 
 
３－４ プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトの「プロジェクト・ディレクター」はMOHサービスネットワーク次官室の次官

であり、最高責任者として位置づけられる。「プロジェクト・マネジャー」はMOHサービスネット

ワーク次官室PHC課の課長となる。「プロジェクト・マネジャー」は本プロジェクトのオペレーシ

ョンレベルの責任者として位置づけられ、特に中央レベルで策定されるガイドラインやマニュア

ル、基準など本モデル実施のためのシステム構築にあたっての内容の検討や判断をする役割を果

たす。 
本来県保健局は、MOHサービスネットワーク次官室PHC課から、指示命令を直接的に受ける関

係ではないが、本プロジェクトの実施においては、県保健局が活動の重要な役割を果たすことに

なるため、「プロジェクト地域マネジャー」として「プロジェクト・マネジャー」の監督の下、円

滑な活動のための指示やマネジメントを行う。 
県保健局の下にはサービスネットワークコーディネーターがMOH本来の機能として存在してい

るが12、彼女らは本プロジェクトの実施においてCESAMO、MCHクリニック、CESAR、ポリクリ

ニックの業務監督や活動のコーディネーションをする役割が期待される。本プロジェクトで扱う

能力強化等についてもサービスネットワークコーディネーターに必要に応じて参加してもらい、

CESAMO、MCHクリニック、CESAR、ポリクリニックの職員に求められる能力を把握してもらう

とともに、彼女ら自身のマネジメント能力も強化してもらうことが期待される。MCHやPHCにか

かわる具体的な活動は、CESAMO、MCHクリニック、CESAR、ポリクリニックの職員が行うため、

サービスネットワークコーディネーターの役割は非常に重要になる。 
また、SAICについては能力強化等の活動を本プロジェクトが直接実施することはないが、SAIC

への指導や、SAICの能力強化の役割を担うのはCESAMOやMCHクリニック、CESARの職員である

                                                        
12 エル・パライソ県では各市に1名のコーディネーターが存在し、レンピーラ県では、複数の市を1名のコーディネーターが管

轄している。 
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ことから、彼らが効果的にSAICを指導監督できるように研修プログラムを考案する必要がある。 
県病院は（図３－１の右寄りのラインに位置）、各県に一つずつある入院や手術が可能な病院で

あり、CESAMOやMCHクリニック、CESAR等のコミュニティレベルの保健医療施設のリファラル

先として重要な存在である。ただし、県病院の規模やサービスの提供範囲が広いため、本プロジ

ェクトとしては、EAISにかかわるリファラルとカウンターリファラルの内容のみに焦点を置き、

それに関する地域病院の能力強化やリファラルとカウンターリファラルの制度構築を本プロジェ

クトの対象とする。 
テグシガルパにある看護研修センター（図３－１の一番右側のラインに位置）は、MOHサービ

スネットワーク次官室の下にある組織ではないが、これまで看護師を対象としたさまざまな研修

を、3名のフルタイム職員で実施してきた。看護研修センターには50名以上収容可能な研修室が二

つあり、研修に必要な基本的な資機材を揃えているとともに、地方でも研修を行うことができる。

産前健診、出産、分娩、家族計画などに関する研修を実施できる能力があることから、本プロジ

ェクトにおいて貴重な研修実施機関となる。そのため、MOHサービスネットワーク次官室には

MOH政策次官室と連携し、看護研修センターの機能を活用することが求められる。 
以上、本プロジェクトの専門家には、中央、県、保健医療施設の各レベルにおいて、技術的な

支援を行う役割が求められることから、上記のホンジュラスMOH内の本プロジェクト実施体制を

重視しながら、プロジェクトの効果や効率性、持続性などを考慮した活動を行う必要がある。上

記のプロジェクト実施体制を図３－１に図式化した。 
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図３－１ プロジェクト実施体制図 

 
３－５ プロジェクト目標 

エル・パライソ県、レンピーラ県の対象地域において、「国家保健モデル」の保健サービスコン

ポーネントの有効性が実証される。 
 
（指 標） 

1-1 エル・パライソ県対象地域で5回以上の妊婦健診を受けた妊産婦の割合がXX％に増加する。13 

1-2 レンピーラ県の対象地域で5回以上の妊婦健診を受けた妊産婦の割合がXX％に増加する。 
2-1 エル・パライソ県の対象地域の施設分娩割合がXX％からXX％に増加する。 
2-2 レンピーラ県の対象地域の施設分娩割合がXX％からXX％に増加する。 
3-1 エル・パライソ県の対象地域の保健医療施設利用者の満足度がXX％増加する。 
3-2 レンピーラ県の対象地域の保健医療施設利用者の満足度がXX％増加する。 
4-1 エル・パライソ県の対象地のXXのうちXXの保健医療施設が、確立された実施体制やメカ

                                                        
13 プロジェクト目標の指標については、2県の平均で算出すると、人口が多いエル・パライソ県の結果に全体の数値が左右され

てしまうため、指標は各県別々の数値を設定し、モニタリング・評価することで各県の状況がより正確に把握できると判断

した。 

JCCメンバー（太線内）

指示命令

コーディネーション

JICA ホンジュラス

事務所

保健大臣

サービスネットワーク次官室　次官 政策次官室　次官

JICA専門家

保健省サービスネットワーク次官室　総局長

プライマリーヘルスケア課 病院課 人材課

県保健局 地域病院 看護研修センター

サービスネットワーク
コーディネーター

地方政府（市）

保健センター

（CESAMO）

母子保健センター（CMI）
または

保健センター

（CESAMO）

保健ポスト
（CESAR） ポリクリニック

コミュニティー保健ボランティア

(SAIC)

家庭保健チーム

（EAIS）
家庭保健チーム

（EAIS）
家庭保健チーム

（EAIS）

コミュニティー保健ボランティア

(SAIC)
コミュニティー保健ボランティア

(SAIC)
コミュニティー保健ボランティア

(SAIC)
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ニズムに基づきモデルを実践する。 
4-2 レンピーラ県の対象地のXXのうちXXの保健医療施設が、確立された実施体制やメカニズ

ムに基づきモデルを実践する。 
 
３－６ 上位目標 

「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントの導入により、エル・パライソ県、レンピ

ーラ県の住民の健康状態が改善する。 
 
（指 標） 

1-1 各県の妊産婦死亡比が出生10万対XXに減少する。 
1-2 各県の5歳未満児の死亡率が出生1,000対XXに減少する。 
1-3 各県の乳児死亡率が出生1,000対XXに減少する。 

 
３－７ 成果及び活動 

成果1：「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントの実施に係る中央及び地方の行政体

系、並びに保健医療サービス実施体系が明確になる。 
 
（指 標） 

1-1 「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントにおいてPHCの実践に必要な提供サー

ビスのガイドラインや業務マニュアル等が作成され、MOHの省令で承認される。 
1-2 「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントにおいてPHCの実践に必要な研修計画

が作成され、MOHに承認される。 
1-3 「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントにおいてPHCの実践に必要な研修プロ

グラムと研修教材が作成される。 
1-4 「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントにおいてPHCの実践に必要なモニタリ

ング・評価システムが作成され、MOHに承認される。 
1-5 プロジェクト実施対象県において検証された「国家保健モデル」の保健サービスコンポー

ネントの全国への普及のための手順書が作成される。 
 
（活 動） 

1）「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネント導入にあたり、必要な行政実施体系につ

いて、既存の体制や規則を見直す。 
2）同モデルの保健サービスコンポーネント導入にあたり、MOHの中央レベル及び地域レベルの

各機関の責任と役割分担を明確化する。 
3）同モデルの保健サービスコンポーネント実施のための組織体系を確認する。 
4）同モデルの保健サービスコンポーネント実施に必要なガイドライン及びマニュアルを策定す

る。 
5）同モデルの保健サービスコンポーネントを対象地域で実施するための研修計画を立てる。 
6）同モデルの保健サービスコンポーネントを対象地域で実施するための研修プログラムを策定

する。 
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7）同モデルの保健サービスコンポーネントを対象地域で実施するための研修教材を作成する。 
8）同モデルの保健サービスコンポーネントのモニタリング・評価システムを構築する。 
9）同モデルの保健サービスコンポーネントの全国の普及手順書を策定する。 

10）対象地域において同モデルの保健サービスコンポーネントの実施体制や研修計画等の関連

規則のモニタリング・評価結果に基づき、改善点を修正し、実施に関する体制やメカニズム

を策定する。 
 

成果2：エル・パライソ県とレンピーラ県において、MCHに焦点をあてた「国家保健モデル」の

保健サービスコンポーネントの実施体制が確立・実施される。 
 
（指 標） 

2-1 MOH中央及び対象地域の県保健局の職員に対する保健行政に関する研修によりXX名以上

の能力強化が図られる。 
2-2 第一次保健医療施設の保健医療従事者を対象としたマネジメント研修により、XX％の対象

人材の能力強化が図られる。 
2-3 対象地域においてPHCに関する研修により、XX名以上の第一次保健医療施設の職員の能力

強化が図られる。 
2-4 対象地域のSAICのための指導者のうちXX％の能力強化が図られる。 
2-5 EAISが対象地域のXX％以上の第一次保健医療施設で編成される。 
2-6 本モデルのモニタリング・評価システムに沿ってモニタリング・評価活動が実施されてい

る。 
2-7 対象地域のXX％の世帯で世帯センサス（全数調査）が実施される。 
2-8 対象市において世帯センサスの結果を基に保健計画が作成される。 

 
 
（活 動） 

1）プロジェクト対象地で第一次保健医療施設の利用者を対象とした満足度調査を含むベースラ

イン調査及びエンドライン調査を行う。 
2）対象地域における同モデルの保健サービスコンポーネント実施のためのモニタリング・評価

計画も含めた実施計画を立てる。 
3）中央のMOH職員を対象とした保健行政能力改善のための研修を実施する。 
4）対象地域の県保健局を対象とした保健行政研修を実施する。 
5）対象地域の第一次保健医療施設の保健医療従事者及び地域コーディネーターを対象とした研

修プログラムに沿った研修を実施する。 
6）対象地域においてEAIS編成や活動内容にかかわる説明や研修を行う。 
7）対象地域の第一次保健医療施設においてEAISを編成し、活動を実施する。 
8）EAISに関するリファラルとカウンターリファラルをデザインし、県病院と対象地域のMOH

職員に研修する。 
9）対象地域において予防とプロモーションの活動を行う。 
10）対象地域のSAICを指導するファシリテーターとしての能力強化研修をMOH職員に対して実
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施する。 
11）対象地域において同モデルの保健サービスコンポーネントの実施に関するモニタリング・

評価を行う。 
12）同モデルの保健サービスコンポーネントの実施に関する体制やメカニズムをそれぞれの県

内の他の地域の関係者と共有する。 
13）活動の実績に基づき、同モデルの保健サービスコンポーネントの県内の普及計画を策定す

る。 
14）同モデルの保健サービスコンポーネントの実施に関する体制やメカニズムに基づく実施工

程を重視した経験を他県の関係者と共有する。 
 
３－８ 投 入 

（1）日本側 
① 長期専門家：チーフアドバイザー、地域保健、業務調整等 
② 短期専門家：公衆衛生等 
③ ローカルコンサルタント：保健行政/マネジメント等 
④ 研修受入：本邦研修、第三国研修 
⑤ 機材供与：PHC関連基本医療機材（MCH等）、車両等 
⑥ その他：研修実施、教材作成等現地活動費 

 
（2）ホンジュラス側 

① C/Pの人材配置 
プロジェクト・ディレクター：MOH サービスネットワーク担当次官 
プロジェクト・マネジャー：MOH サービスネットワーク次官室 PHC課長 
プロジェクト地域マネジャー：エル・パライソ県及びレンピーラ県保健局長 
C/P（MOHサービスネットワーク次官室 PHC課、エル・パライソ県、レンピーラ県保健局

関係者など） 
② プロジェクト実施に必要な執務室及び施設設備の提供 
③ その他 (a) 運営・経常費用、(b) 電気、水道などの運用費、(c) その他 

 
３－９ プロジェクトのイメージ 

本プロジェクトのイメージは以下の図３－２とおり。 
プロジェクトの活動は、体系の整備を行い（成果1）その成果に基づき対象地域でモデルを実践

する（成果2）という段階を経るが、成果2の活動結果を成果１にフィードバックすることにより、

成果1の活動の質を改善していく。この政策の実践と政策へのフィードバックによる一連のプロジ

ェクトサイクルが本プロジェクトにおいて重要である。 
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図３－２プロジェクトのイメージ 
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第４章 プロジェクト実施の妥当性 
 
４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は極めて高いと判断できる。 
本プロジェクトは「国家ビジョン」や「保健セクター開発計画」等のホンジュラスの政策との

整合性がある。特に、ホンジュラスが導入を進めている「国家保健モデル」の保健サービスコン

ポーネントの実施体制や実施のための基準を具体的に構築することを目的としている。構築予定

の実施体制や実施のための基準等を含めたメカニズムなどは、本プロジェクトの活動対象地域以

外の関係者とも情報共有がなされ、全国に普及されることが想定されている。このように、本プ

ロジェクトの目標や成果はホンジュラスが推進している「国家保健モデル」に沿った内容である

ため、政策的な妥当性が極めて高いと判断できる。 
また、本プロジェクトの対象地域では、「施設分娩率が低い」「若年性の妊娠が多い」「呼吸器疾

患が多い」「母子の栄養が不足している」「保健医療システムへのアクセスが困難な住民が多い」

等の保健課題が聞き取り調査を通じて確認されているが、これらの状態はホンジュラス全域の課

題でもある。これらの課題のうち「保健医療施設へのアクセスの問題」以外の課題は、予防やプ

ロモーションの活動をより効果的かつ十分に行うことで改善することが可能であり、本プロジェ

クトで予防やプロモーションの活動を強化することで活動対象地域が抱えている課題の改善につ

ながる。また、「保健医療施設へのアクセスの問題」については、CESAMOやCESARを中心とした

EAISによる巡回訪問活動やSAICへの指導のための能力強化によって改善されることが見込まれ

る。よってプロジェクト内容は、ホンジュラスの活動対象地域の保健のニーズに合致しており、

効果的な手段で実施されると判断できる。 
加えて、わが国の保健医療分野の援助方針のなかに「保健医療システムの強化」が含まれてお

り、そのなかに「保健医療サービス改善プログラム」がある。本プロジェクトはそのプログラム

の一環として位置づけられる。さらに、本プロジェクトの活動を通じてMCHにかかわる状態の改

善が期待されるため、MDGsの達成を重視するわが国の援助政策と合致する内容と判断できる。 
 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は高いと判断する。 
本プロジェクトの目標は「エル・パライソ県、レンピーラ県の対象地域において、『国家保健モ

デル』の保健サービスコンポーネントの有効性が実証される」である。ホンジュラスが提唱して

いる「国家保健モデル」の具体的な実施体制や基準等を含めたメカニズムの構築をめざしている。

今回、エル・パライソ県やレンピーラ県という二つの異なる環境や保健指標をもつ県を実施対象

県としている。県ごとに、CESAMOやCESARの人員や、より深刻と思われる保健課題やその原因、

市の協力体制、それぞれの保健医療施設間の距離、県病院のキャパシティ、先住民族の存在の有

無等の違いが考えられ、それらの活動対象地域で検証した結果は、「国家保健モデル」の実施体制

やメカニズムをより柔軟かつ汎用性のある内容とするのに役立つ。 
また、本プロジェクトの目標は、成果1にてMOH中央をはじめとした体系の整備を行い、成果2

では成果1に基づき対象地域でモデルを実践する段階を経るが、成果2の活動結果で得られた教訓

や提言を成果１にフィードバックすることを想定している。実施体制案や基準等のメカニズム案

を作成せずに対象地での活動はできず、また、活動を通じた検証なしには、構築する実施体制や
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基準等の実施メカニズムの有効性も実証することはできない。本プロジェクトの目標達成のため

に設定された二つの成果はそれぞれ相互補完の関係にあり、必要不可欠かつ十分な内容と判断で

きる。この政策の実践と政策へのフィードバックによる一連のプロジェクト・サイクルにより、

プロジェクト目標の達成が期待できる。 
本プロジェクト目標の指標として14、対象地域の抱える保健課題に対する改善の程度を測る指標

に加え、構築された実施体制の実践の程度を測る指標が設定されている。それらの指標により、

プロジェクト目標である「国家保健モデル」の保健サービスコンポーネントの有効性を、課題的

側面と制度的側面から実証することができるため、プロジェクト目標の指標は目標の内容を的確

にとらえていると判断できる。 
 
４－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は高いと推定される。 
本プロジェクトは、効率性を最大限に高めるように計画されている。投入するJICA専門家は、

日本人の長期専門家が3名（チーフアドバイザー、地域保健、業務調整）で、それ以外の分野（公

衆衛生等）については短期専門家等を投入し、運営する計画である。人材面での投入量に対して、

成果や活動対象地域は妥当な内容・規模に設定されていると考えられる。また、その投入のタイ

ミングも適切な時期に計画されており、1年次の最初に実施するガイドラインや基準などの設定が

終わった内容から順次活動が開始できるように効率的に計画されている15。 
また活動のなかには、SAICを指導するファシリテーターとしての役割をもつMOH職員や、地域

コーディネーター等の多岐にわたる人々との調整や連携が多い業務をもつ人材を対象とした研修

が計画されている。研修を通じて、そのような人々の能力強化を図ったのち、彼らを中心にして

カスケード方式で研修内容を多様な関係者に波及させる予定である。波及のコアとなる人材への

研修及びカスケード方式での研修の実施により、少ない投入で大きな波及効果が見込まれるよう

な設計になっており、プロジェクトの効率性が配慮されている。 
 

４－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトが発現する可能性は十分に期待できる。 
上位目標はエル・パライソ県とレンピーラ県の住民の健康状態の改善である。MCHは、PHCの

なかで中核的な活動になることから、本プロジェクト終了時点から数年後の結果としてMCH状況

の改善が見られる可能性が高いと考えられる。よって、MCH指標に焦点をあてて、妊産婦死亡率、

5歳未満児死亡率、乳児死亡率の三つの指標を、上位目標の達成を図る指標とするのは的確である。 
また、上記指標は、MDGsの目標4（乳幼児死亡率の削減）と目標5（妊産婦の健康状態の改善）

の改善を図るために重要な指標であり、ホンジュラスの開発課題である。そのため、上位目標の

指標に代表される、住民の健康状態の改善は、ホンジュラスの開発課題に合致し、関連性が非常

に高く、指標の入手も継続的に可能なものと考えられる。 
プロジェクト目標から上位目標への外部条件として「保健政策が大きく変更されない」と、「住

民の経済状態が大きく悪化しない」が挙げられている。「国家保健モデル」の実践が継続されるた

                                                        
14 指標の数値はベースラインデータ実施後に決定される予定であるが、プロジェクト目標の具体的な指標は本報告書「3-5 プ

ロジェクト目標」の指標の項目を参照のこと。 
15 活動の具体的な実施スケジュールについては付属資料1の“Plan of Operation”を参照。 
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めには、保健政策が一貫して本モデルの実施を支援し続ける必要がある。また、本モデルの実施

体制が構築されても住民の経済状態が悪化し、保健医療施設へ行くための交通費の不足や、乳幼

児や乳児に与える十分かつ栄養のある食事や衛生的な水を確保する経済能力が欠落した場合、本

モデルが実践されても上位目標の指標が改善しにくい可能性がある。これらの条件は、上位目標

を阻害する外部要因として適切に認識し、ホンジュラス側の一層の取り組みが必要とされる。 
本プロジェクトの実施とプロジェクト目標の達成が、何らかの負のインパクトを引き起こす可

能性は考えにくい。逆に、MCHの改善やPHCを通じたリプロダクティブヘルスの改善を行うこと

で、女性の体への負担が減り、女性の妊娠等に関する選択肢の増加につながる。また、巡回訪問

活動により農村の貧困レベルの高い住民に、より適切な保健医療サービスを提供することが期待

できるため、女性や妊婦、所得レベルの低い住民に対し、プラスの影響が期待できる。 
 
４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は期待できると判断する。 
本プロジェクトの基礎的な概念となっている「国家保健モデル」はPAHOにより提唱されている

新しいPHCに基づいたモデルであり、PAHOのイニシアティブの下、中米の多くの国で既に導入さ

れている。ホンジュラスではMCH指標が悪く、MCHの改善を優先的課題の一つと位置づけ、長期

間にわたり保健セクター改革を進めており、EAISを基盤としたPHCを実践する包括的な保健医療

システムへの移行を図っている。従来の治療に重点を置いた方針では、保健医療のサービスが末

端まで行き届かないことを課題として認識しており、新しいPHCに基づく本モデルを国の保健医療

の状況を改善するための柱と位置づけている。上記「妥当性」でも述べたとおり、本プロジェク

トは本モデルをはじめとした各種政策的に合致したものであることから、制度的な持続性の担保

は期待できる。なお、本調査実施期間中に保健大臣が辞任し、本モデルの導入が危ぶまれたが、

就任した新保健大臣は、本モデルの導入と本プロジェクトの実施に積極的である。 
また、本プロジェクトのなかには、本モデルの実施体制や基準等のメカニズムに関する情報を、

活動対象地域以外の関係者と共有する活動が含まれている。プロジェクト終了後に構築された本

モデルの内容を他地域に普及する活動はMOHサービスネットワーク次官室PHC課の責務でもある。

また、本モデルの導入のための関連法規はすべて整備されている。そのため、本モデルの全国へ

の普及が期待できる。 
さらに、本プロジェクトの詳細計画立案の過程で、PCMワークショップも含めた関係者による

協議を行った。そのプロセスを経て、MOHサービスネットワーク次官室PHC課の人員だけでなく、

エル・パライソ県やレンピーラ県の県保健局長及び主要な保健局職員の本プロジェクトに対する

当事者意識が高まったと認識している。その意識は今後も継続され、本プロジェクトの開始後は

更に高まることが期待できる。 
その他、本プロジェクトの成果の持続性には、本モデルの実施を継続するための予算措置や人

員配置が十分に行われるかどうかが重要である。MOHの予算は年々増加しており、財政は比較的

安定しているが、保健医療システム改革を積極的に行っているIDBやUSAID等の資金的支援を有効

に活用し、本モデルの実施を対象地域以外で展開するための努力がMOHサービスネットワーク次

官室PHC課に求められる。 
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４－６ 結 論 

上述のとおり、本プロジェクトの総合的な実施妥当性は高い。プロジェクトはホンジュラスの

政策並びに同国及び対象地域のニーズとの整合性をもつと同時に、政策面及び実践面の両側面か

らのアプローチを行うことで、有効性、効率性、インパクトも見込まれる。また当国では長期間

にわたり一貫して保健セクター改革に取り組んでおり、政策との一致性も高いことから、制度的

な持続性の担保も期待できる。 
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第５章 プロジェクト実施上の留意点 
 
・本プロジェクトの関係者は多岐にわたるため、実施機関であるMOHサービスネットワーク次官

室PHC課は、活動プログラムの調整や関係者間のコミュニケーションが円滑に行えるよう工夫す

る。 
・各指標の基準値・目標値については、本プロジェクト開始後のベースライン調査後に設定する。 
・本プロジェクトの活動では、体系の整備を行い（成果1）、その成果に基づき対象地域でモデル

を実践する（成果2）が、成果2の活動結果を成果1にフィードバックし、政策面の質の向上を図

る構図になっている。政策の実践と政策へのフィードバックによる一連のプロジェクト・サイ

クルを重視し、可能な限り、そのサイクルの回転を活発化させる。 
・本モデルの実施体制や実施にかかわるメカニズムに関するガイドラインやマニュアル、並びに

評価システム等、既存の文書やシステムの現況を確認し、最大限に有効活用する。 
・本プロジェクトの対象地域は、現時点では、地方分権化が行われていない地域となっているが、

構築する本モデルの実施体制は地方分権化に基づく保健医療サービスの提供体制、例えばパブ

リック－ソーシャル型やパブリック－プライベート型等においても適応可能な実施システムと

なることを念頭にプロジェクトを実施する。 
・本プロジェクト実施期間中の2013年11月にホンジュラスの大統領選挙が行われる予定であるた

め、選挙期間中だけでなく、選挙の前後についても本プロジェクトの進捗への影響が最小限に

なるよう事前に計画を立てて活動を実施する。 
・レンピーラ県の一部には先住民族が居住しており、本プロジェクトの対象地域に先住民族が居

住していることが確認できた場合は、彼らの文化や価値観に対応するべく柔軟な姿勢をもって

本プロジェクトの実施に従事し、先住民族の文化や生活習慣にも適用可能な柔軟性のあるモデ

ルの構築を行う。 
・JICAは、ホンジュラス以外の3カ国において、モンテビデオ宣言の「新たなPHC」に関連した同

様の保健医療分野の技術協力プロジェクトを実施している。当該プロジェクトとの情報交換や

連携を図り、各案件から得られた有益な情報や教訓を最大限に生かし、効率的に本プロジェク

トを実施する。 
・活動対象地域では、青年海外協力隊（JOCV）隊員が活動しているCESAMOがあることから、可

能な範囲で本プロジェクトと連携することが期待される。 
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第６章 討議議事録の署名 
 

2012年10月、詳細計画策定調査の結果を踏まえ、協力内容をより明確に示すため、本案件名を

「総合的保健医療モデル実施能力強化プロジェクト」（Project of Assistance for the implementation of 
an integrated family and community health care model）から、「『国家保健モデル』に基づくプライマ

リーヘルスケア体制強化プロジェクト」（Project for Strengthening Primary Health Care System based 
on the “National Health Model”）に変更した。 
 

上述の変更後の案件名にて、2012年12月18日にテグシガルパにおいて、JICA、ホンジュラスMOH、

国際協力庁により討議議事録（R/D）の署名が行われた。 
 



付 属 資 料 

 

１．討議議事録（スペイン語、署名入り） 
 
２．討議議事録（和文仮訳） 
 
３．プロジェクト計画立案ワークショップ議事次第・参加者リスト 
 
４．PCMワークショップ問題分析結果 
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